
(様式第 4－2号)

企 業 状 況 表

注１)必要事項を記入し、対応する部分には〇を付けること。

注２)グループで構成する場合は、構成各社提出すること。

住 所

商号または名称

代 表 者 名

地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4の

規定に該当する。

有 無

(有の場合の理由 )

本事業の公告日から提案書提出期限までの間に、国、県、

市等において指名停止の措置を受けている。

有 無

(有の場合の理由 )

本募集要項の配布の日から提案書提出日までの期間に、建

設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 28 条第 3項若しくは

第 5項の規定による営業停止の処分を受けている。

有 無

(有の場合の理由 )

暴力団による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年

法律 77 号)第 3 条または第 4条の規定に基づき都道府県公

安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役員、代理人、

支配人その他の使用人または入札代理人として使用してい

る。

有 無

(有の場合の理由 )

破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条の規定による破産

手続きの申立てをしている。

有 無

(有の場合の理由 )

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定により更生手

続開始の申立がなされている、または民事再生法（平成 11

年法律第 225 号）の規定により再生手続開始の申立がなさ

れていないる。

有 無

(有の場合の理由 )


